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１．企業犯罪及び不祥事の数々 

・会社及び個人にとって日常どこにでもあるリスク 

２．刑事手続きの流れと初動の重要性 

・法律上の制限時間と実務との違い 

・身柄拘束を避けるには何をすべきか 

３．強制捜査が会社及び個人に及ぼす影響 

・多方面に及ぶ様々な影響 

・家族が直面する問題と負担 

４．当局対応の留意点 

・行政調査が捜査に移行する可能性 

・当局の狙いは何か 

５．危機管理と広報 ～Ａ社の事例に学ぶ～ 

・超一流の企業が犯した失敗  

・会見及びコメントで意識すべき相手は誰か 

・見通しの重要性 

・コメントの参考例と留意点 

６．日本版司法取引の概要 

・企業のトップや経営陣の立件を視野に入れた制度 

・広範な対象犯罪 

・企業も取引の当事者 

７．日本版司法取引が企業法務に及ぼす影響 ～想定事例を基に～ 

・一企業内における犯罪行為と司法取引 

・複数の企業が絡む犯罪行為と司法取引 

・何を守るか 

・巻き込まれる危険と刺される危険 

８．日本版司法取引の施行に向けて ～留意すべき点～ 

・迅速かつ的確な調査 

・高度な経営判断 

・適切な弁護体制                                 

※最少催行人数に満たない場合、開催中止となる場合があります。 

 

企業研究会セミナールーム（東京：麹町） 

刑事訴訟法等の一部を改正する法律（改正刑事訴訟法）により、いわゆる『日本版司法取引』が導入されました（平成

30 年 6 月までに施行）。本セミナーでは、東京地検特捜部での勤務経験を有する講師が、事例をもとに、『日本版司法

取引』の導入が企業に及ぼす影響、取るべき対応策について体系的に解説いたします。法務部門、総務部門、広報部

門など、関連部門のご担当者のご参加をお勧めいたします。 

 
 

京都大学法学部卒業。平成 10 年に検事任官して以来、各地の検察庁のほか、最高検刑事部、東京地検特捜部、法務

省刑事局、同大臣官房秘書課等、法務・検察の枢要部署において勤務するとともに、在韓国日本大使館の法務アタッ

シェを務める。この間、企業・組織犯罪、粉飾決算事件、脱税事件、贈収賄事件、犯罪人引渡、捜査共助等、社会の

耳目を集める事件・事案を多数担当。平成 26年 4月、弁護士登録し、それまでの経験・知見を踏まえ、企業の危機

管理や不祥事対応等に従事する。 

 

161863-0303企業を巡る刑事事件の実務・広報と日本版司法取引の導入が企業法務に及ぼす影響 

開催にあたって 

税込・資料代含 

  

 

３４，５６０円（本体価格 ３２，０００円） ３７，８００円（本体価格 ３５，０００円） 

 

■参加要領：申込書はＦＡＸ、または下記担当者宛 E-mailにてお送り下さい。当会ホームページからもお申込み頂けます。後日（開催日１週間
～１０日前までに）受講票・請求書をお送り致します。 
※よくあるご質問（ＦＡＱ）は当会 HPにてご確認いただけます。（[TOP]→[公開セミナー]→[よくあるご質問]） 
※お申し込み後のキャンセルはお受け致しかねますので、ご都合が悪くなった場合、代理出席をお願いします。 

■お申込・お問合わせ先： 企業研究会 公開セミナー事業グループ 担当／民秋・川守田 E-mail:tamiaki@bri.or.jp 
 TEL：03-5215-3514 FAX：03-5215-0951  〒102‐0083 東京都千代田区麹町 5-7-2麹町 M-SQUARE 2Ｆ 
 
 
 

元特捜検事が語る 

企業を巡る刑事事件の実務・広報と日本版司法取引の導入が企業法務に及ぼす影響 

 

 

～『日本版司法取引』の概要から企業法務への影響、 

危機管理・広報、社内体制などの実務対応策までを体系的に解説～ 

mailto:tamiaki@bri.or.jp

